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      杉並区の環境の現状と取組み     第２編 

 

                                 

 

～第１章～ 公害の防止 

 

 １ 大気汚染 

 

  １ 現状 

 東京の大気汚染は、昭和 40 年代前半に産業と人口が集中し硫黄酸化物と一酸化炭素に

よる汚染が大きな問題となりました。昭和 45 年には、光化学スモッグ問題も発生しまし

た。 

 しかし、昭和 46 年から進められた法規制の強化によって、硫黄酸化物や一酸化炭素に

ついては大幅に改善されました。 

 今日、問題となっているのは、窒素酸化物と浮遊粒子状物質です。主な発生源は自動

車で、都内での排出量の半分を占めていると言われています。ディーゼル車等の排出ガ

ス規制が逐次強化され、徐々にですが、その効果が現れてきています。 

 

  ２ 取組み 

（1）大気汚染常時測定 

 杉並区では、幹線道路である青梅街道、環状 7 号線、放射 5 号線沿いの 3 ヵ所、久我

山 1 ヵ所の計 4 ヵ所に測定器を設置しています。また、都も早稲田通り沿いと久我山の

2 ヵ所に測定器を設置しています。 

 平成 18 年度の区の測定結果は、下表のとおりです。 

 

    平成 18 年度 大気汚染常時測定環境基準達成状況 

項目 二酸化硫黄 二酸化窒素 一酸化炭素
光 化 学

オキシダント

浮遊粒子状 

物 質 

環 境 基 準 

長期達成率 

１００％ 

（２／２） 

１００％ 

（４／４）

１００％ 

（３／３）
－ 

６７％ 

（２／３） 

環 境 基 準 

短期達成率 

１００％ 

（２／２） 
－ 

１００％ 

（３／３）

０％ 

（０／２） 

０％ 

（０／３） 

    測定項目別の環境基準を達成した区測定室の割合（達成測定室数／測定室数） 
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（2）自動車排出ガス測定 

◆ 窒素酸化物連続測定 
 20 地点で約 3 週間、連続測定装置を用いて調査しました。 

 基準地点の富士見丘測定室と比較して、環状 7 号線及び環状 8.号線に面した測定地点

は、高い数値を示しました。一方、住宅地の測定地点は低い数値を示しました。 

 

◆ 二酸化窒素簡易測定（薬剤師会委託） 
    毎年簡易測定器（ガスパック）を用いて、杉並区薬剤師会会員の薬局・薬店 20 ヶ所で

年 4 回の調査を実施しています。平成 18 年度の調査では、青梅街道などの幹線に面した

ところで比較的高い数値でしたが、幹線に接続する商店街でも高い数値を示すところが多

くありました。一方、車の通行が比較的少ない宮前 2－21、松ノ木 2－30 等は低い数値を

示しました。 
 

（3）光化学スモッグ 

◆ 平成 18 年の光化学スモッグ注意報の発令数 
 杉並区（区西部地域に属する）における光化学スモッグ注意報の発令回数は 12 回でし

た。発令回数は 6月、7月は各々3 回、8月 5 回、9 月 1 回でした。都全体では 17 回で、

過去 10 年間の平均回数 14.6 回より 2.4 回多い状況でした。 

 

回 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

　       月日

地域

6/1 6/28 6/29 7/13 7/14 7/15 7/26 7/29 8/2 8/3 8/4 8/5 8/6 8/10 8/11 8/31 9/5

区東部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

区北部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

区西部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

区南部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

多摩北部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

多摩中部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

多摩西部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

多摩南部 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

オキシダン
ト最高濃度
ｐｐｍ

0.143 0.142 0.156 0.143 0.210 0.175 0.151 0.153 0.140 0.151 0.141 0.181 0.208 0.133 0.140 0.135 0.155

平成18年度の光化学スモッグ注意報発令状況
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◆ 光化学スモッグ情報周知体制 
 杉並区は光化学スモッグの被害を未然に防ぐため、都から光化学スモッグ注意報な

どの発令を受けると、区内 118 か所に設置されている防災行政無線屋外放送塔を通じ

て、また、区の施設や薬局（約 200 か所）に垂れ幕を掲出して、区民に注意を促しま

す。 

また、平成 14 年度から、都からファクシミリにより環境課へ入った光化学情報を、

区内の小・中学校などや区各施設へ同報ファックスにより連絡する体制をとっていま

す。光化学スモッグ注意報などが発令されると、大規模工場や事業場に対して燃料使

用量の削減などが勧告され、汚染の悪化防止の対策がとられます。光化学スモッグ緊

急時の基準及び措置を資料集＜第１－1－８表＞に示しました。 

 

 

    光化学スモッグ発令地域の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

光化学スモッグによる被害は、1940 年代中頃のロサンゼルスで発生したの 

が最初といわれています。日本では昭和 45 年７月 18 日に杉並区内の私立東 

京立正高校で最初に発生し、以来各地で夏期を中心に光化学スモッグによる 

と見られる被害の報告があります。 
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（4）酸性雨 

 酸性雨とは、大気汚染物質の硫黄酸化物や窒素酸化物などが太陽光や酸素、水分など

と化学反応を起こして硫酸や硝酸などに変化し、雨水に取り込まれて生じた酸性の強い

雨のことです。わが国では、昭和 49 年 7 月に関東全域で眼や皮膚を刺激する被害が発

生してから、酸性雨が注目されました。今日では杉枯れ現象のような森林破壊など、新

しい環境問題としてクローズアップされています。 

 国は昭和 58 年頃から対策に取り組み始め、調査研究や観測体制の充実に努めています。

区では、昭和 61 年 8 月から大気汚染調査の一環として、雨水の調査を区役所庁舎で始

めました。調査項目は降水量・水素イオン濃度（ｐＨ）・導電率で、降雨量 0.5mm 毎に

自動測定しています｡ 

 

◆ 水素イオン濃度（ｐＨ） 
 汚染のない大気の雨水は、大気中の二酸化炭素の吸収によりｐＨ5.5 前後といわれてい

ます。わが国の場合、自然現象の火山性噴出物や海塩粒子などにより、雨水のｐＨはさ

らに低くなるといわれています。 

 区役所前の雨水のｐＨの最低値と平均値の経年変化を示します。 
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２ 交通騒音・振動、交通量  

 

1 現状と課題 

 杉並区は通過交通量が多く、環状 7 号線、同８号線や甲州街道では 1 日 7万～8万

台の交通量となっています。それらの幹線道路では大型車の割合も高く、大気汚染や

道路交通騒音の主な原因になっています｡ 道路交通騒音は，多くの幹線道路で環境基

準を超過しています。特に、夜間における騒音は、要請限度を超えている状況です｡ 交

通規制や低騒音舗装への改修が行われていますが、改善が進んでいません。 

 

２ 取組み 

  （1）道路交通騒音・振動 

①自動車騒音の常時監視 

 自動車騒音の影響を大きく受ける沿道において、騒音測定地点だけの評価ではなく、

その地点を含む一定地域（道路端より 50ｍ幅）について、環境基準の達成状況を把握

するために、平成 15 年度から調査を開始しました。平成 18 年度も幹線道路の 6 区間

について調査を実施しましたが、昼間の環境基準を達成したのは区間内の全戸数の

68.8％、夜間の環境基準を達成したのは同 52.3％となっています。また、道路に近い

距離帯ほど環境基準の達成割合が低く、特に 10m 帯の達成率が低くなっています。 

また、距離帯別の達成率はおおむね道路から遠くなるにつれて達成率が高くなる傾向

を示しています。なお、30ｍ帯でいったん達成率が低くなるのは環境基準の値が変わる

ためと考えられます。 

②要請限度・環境基準に係る道路交通騒音・振動調査 

 区では自動車による沿道の影響を監視するため、毎年度、道路交通騒音・振動を測

定しています。 

 平成 18 年度は区内の主な道路 23 地点で、騒音・振動測定を実施しました。 

 騒音・振動測定結果は資料編を参照してください。 

○ 騒音については、夜間の時間帯で 23 地点中 21 地点が環境基準を超過し、13 地点

で要請限度を超えていました。 

○ 振動については、すべての地点で、要請限度以下でした。 

 

（2）自動車交通量調査 

 交通量調査は隔年で実施しており、平成 18 年度は調査を行っていません。 

 平成 17 年度の交通量調査結果は、資料集＜第 1－2－2図＞を参照してください。 

 

（3）鉄道の騒音と振動 

 区内を走っている鉄道のうち、4 路線について定点測定を実施しました。 

 過去 5 年間の測定結果は資料集＜第 1－2－19表＞を参照してください。 

 区では、私鉄各社に対し、ロングレール化の促進、施設や車両の保守点検及び運行

方法などの改善に努め、沿道住民への被害の軽減を図るよう要望を行ってきました。 
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３ 河川水質 

 

１ 現状と課題 

 杉並区には神田川・善福寺川・妙正寺川の 3 つの川が流れています。いずれの河川も

川底は深く掘り下げられたコンクリートの垂直護岸が多くを占めています。 

しかし、善福寺川の一部には石積の緩やかな斜面に植物が育ち、人の目を楽しませる

ところもあります。また川底や護岸から湧水が確認できる所もあり、街の中に水と緑の

貴重な空間を作っています。東京都より「東京の名湧水 57選」のひとつとして、善福

寺川御供米橋下流の湧水群が選定されています。 

 水質については、以前は家庭や工場などからの排水による水質汚濁に悩まされていま

したが、下水道の普及により改善されました。しかし、短期間に激しい雨が降ると合流

式下水道からの雨水を含んだ下水が河川に流入して、一時的に水質の悪化をまねくこと

もあります。 

 今後、区内の河川を親水性の水辺空間として整備していくのであれば、下水道システ

ムの改善が望まれます。 

 

（1）神田川 

 神田川は三鷹市の井の頭池が始流点となっています。区内へは久我山三丁目で流入し

て区南部を東進し、中野区との区境付近で善福寺川と合流しています。その下流ではさ

らに妙正寺川と合流し、隅田川へ注いでいます。高井戸駅のそばにある佃橋下で、塩化

物イオンやりん化合物などの濃度の高い玉川上水の水が放流しています。そのため、下

流の水質に影響を及ぼしています。 

 

（2）善福寺川 

 善福寺川は区内の善福寺池が始流点となっています。区の中央を蛇行しながら東進し

て、中野区との区境で神田川と合流しています。最上流部の善福寺地域では、水量が少

なくほとんど流れがありませんでしたが、平成元年から千川上水の水が放流され、流量

の増加が図られています。 

 

（3）妙正寺川 

 妙正寺川は区内の妙正寺池が始流点となっています。妙正寺池から 1km ほど東進し

て、中野区を通り新宿区で神田川に合流しています。この川の護岸・川底はコンクリー

ト化されています。平常時の水量はわずかです。 
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２ 取組み 

 年に 4 回（5月、9 月、11月、2月）、区内 5 か所でＢＯＤやＤＯ等の 19項目に 

ついて水質調査を実施しています｡この調査は神田川水系流域 7 区（杉並・中野・新宿・

文京・千代田･中央・台東）で組織する「神田川水系水質監視連絡協議会」の合同調査

で、採水日を統一して実施しています。 

 協議会では、これらの調査結果を基に東京都などに対して、水質浄化や河川環境の向

上などについて要望を行っています。 

 昭和 49年度以降の乙女橋（神田川）でのＢＯＤの経年変化を下図に示します。 

    

ＢＯＤの経年変化（神田川・乙女橋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図のように、下水道の普及とともにＢＯＤが改善されてきました。最近の、三河川の

ＢＯＤは 1～2mg／ℓ前後、ＤＯは通常 10mg／ℓ前後の数値を示しています。 
 

ＢＯＤ 
生物化学的 

酸素要求量 

水中の有機物を二酸化炭素や水などに分解するために、好気性微生物が必要

とする酸素の量。この数値が高いほど川は汚れていることになります。魚の

生育環境には５mg／ℓ 以下が望ましく、悪臭発生限界は 1０ｍg mg／ℓ であ

るといわれています。 

ＤＯ 溶存酸素量 

水中に溶けている酸素の量。溶存酸素のない川や少ない川は、いわば死んだ

川で魚介類は生存できません。比較的汚染に強いコイ・フナ等でも５mg／ℓ

以上が望ましいといわれています。 
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４ 工場等事業場 

 

 杉並区は、都心部に隣接したところに位置し早くから住宅地として発展してきまし

た。区内の土地利用状況をみても、ＪＲ中央線 4駅周辺のややまとまった商業地域や

私鉄各駅周辺及び青梅街道など幹線道路沿いの店舗の多い一部地域を除くと、専用住

宅や共同住宅の立地している地域が圧倒的に多いのが特徴です。都市計画法に基づく

用途地域をみると、工場・事業場を設置するにあたっての制限が厳しい第一種低層住

居専用地域及び第二種低層住居専用地域が、区の面積の約 80％を占め、その他の住居

系地域を合わせると約 86％という高い割合を示しています。 

 しかし、区内の既成市街地には、細分化された敷地に住宅が密集し、そこに工場な

どの事業所が混在しているところが多く、また、その大半が従業員 29人未満の中小零

細工場で公害防止設備が不十分なために、騒音・振動・悪臭などの公害の発生源とな

っていることが少なくありません。 

 

１ 認可工場の現況と地区別・業種別特色 

 区内の認可工場数は、平成 19年 3月末現在 570工場で、工場密度は約 20(件／㎢)

です。認可工場数でみると、杉並区は 23 区中一番少なく、住宅地としての本区の特

徴を示しています。 

 町名別の工場分布をみると、環状７号線をはさんだ高円寺南・和田・堀ノ内・和泉

の地域と、環状８号線と五日市街道、井の頭通りが隣接する西荻南・松庵などの地域

に比較的認可工場が多く、逆に、清水・大宮・松ノ木・南荻窪などの地域は工場設置

数が極めて少なく、工場密度も低くなっています。 

 

 

 

 

(左)「東京の名湧水 57 選」に選

定された、善福寺川御供米橋下流

の湧水群 

(下)湧水施設のサイン板 
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工場
570

卸売小売業
飲 食 店
134
(23.6%)

製造業
295
(51.6%)

サービス業
119
(20.9%)

食料品製造62(10.8%)

出版印刷54(9.5%)

金属製品33(5.8%)

家具装備品23(4.0%)

精密機械器具24(4.2%)

一般機械器具18(3.2%)

電気機械器具18(3.2%)

木材木製品16(2.8%)

その他47(8.1%)

飲食料品小売業69(12.1%)

自動車・自転車小売業
63(11.1%)

その他2(0.4%)

自動車整備業70(12.3%)

洗濯理容浴場業40(7.0%)

その他9(1.6%)
その他の業種22

(3.9%)
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 現在、区内には都市計画法に基づく準工業地域が総面積の 1.6％ありますが、本区の

認可工場も準工業地域及びその周辺に多いという傾向がみられ、用途地域による工場

立地の制限が区内の工場分布の地域特性に反映しているといえます。下図は業種別工

場数を円グラフに表したものですが、業種別分類でみると製造業の占める比率が高く、

全体の 51.6％を占めています。この中では食料品製造業が 10.8％と最も高く、次に出

版印刷業、金属製品製造業と続きます。製造業の次には卸売小売業、サービス業が続

きます。その中でも飲食料品小売業や自動車整備業などの生活関連業種の割合が高く

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 指定作業場の現況と種類別特色 

 条例で定められた 32 種類の指定作業場は、日常生活に比較的関係のある業種や施設

が大部分です。普段、町中で見かけたり利用したりするクリーニング店、コインラン

ドリー、公衆浴場、そば店、豆腐店、ガソリンスタンド等の商店も大部分が指定作業

場とされています。 

 

 

 

 

 

工場数(業種別)
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 指定作業場は、地域的偏りが少なく、ほぼ区内全域に数多く設置されています。し

たがって、工場と同様に指定作業場の場合にも、不適切な施設の利用や作業が行われ

たり、公害防止対策が不十分であったりすると、各種公害に関する苦情・相談が区に

寄せられる場合が少なくありません。 

 指定作業場は、平成 19年 3月末現在で 1,235件、指定作業数は、1,371件となって

います。指定作業場数と指定作業数の数値が異なるのは、ボイラーを有する洗濯施設

や自動車洗車場のあるガソリンスタンドなどのように、事業所（場）によっては複数

の指定作業を有する場合があるためです。 

 種類別に指定作業数を表した下図の円グラフで見ると、本区においては自動車駐車

場と洗濯施設の占める割合が高く、この２指定作業だけで全体の約 71％を占めます。

そして、これらに次いで件数の多いボイラーと焼却炉を合計すると約 78％に及びます。 

資料編には、指定作業場数と指定作業数の年度別推移を表しました。 

 

 

指定作業数
　　1463

ガソリン・LPG・CNG
スタンド　47（3.4％）

自動車洗車場　42
（3.1％）

その他の材料置き場
など　39（2.8％）地下水揚水施設　42

（3.1％）

めん類製造場　64
（4.7％）

豆腐・煮豆製造場
65（4.8％）

ボイラー・焼却炉　95
（6.9％）

洗たく施設　283
（20.6％）

自動車駐車場　694
（50.6％）

指定作業数

　　１371

指定作業数(種類別) 
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３ 規制や指導の概要 

(1)法律に基づく規制 

◆ 大気汚染防止法 

 事業場（特定工場等）において、法律で定める一定規模以上のばい煙発生施設や粉

じん発生施設（特定施設）を設置又は変更する場合には、工事開始の 60 日前までに

届け出ることを義務付けるとともに、施設及び規模ごとに汚染物質別の排出基準を定

めています。この法律に基づく事務は東京都において行われていますが、区でも各種

届出について仮受理をしたうえで関係書類を都に移送しています。 

 この法律の規制対象となるばい煙発生施設は 32 種類定められていますが、区内の

ばい煙発生施設の大部分はボイラーです。平成 19 年 3 月末現在のばい煙発生施設の

設置事業所数は 114 事業所に及びます。そのうち、83 事業所が工場、学校、病院、

寮、その他の事業所などであり、31事業所が公衆浴場となっています。 

 

◆ 水質汚濁防止法 

事業場（特定工場等）から、河川等の公共用水域に有害物質等を含む汚水が排出さ

れるのを防止するために定められたもので、法律で定める汚水発生施設（特定施設）

を設置又は変更をする場合には、工事開始の 60 日前までに届け出ることを義務づけ

るとともに、有害物質等を含む汚水の状態についてそれぞれ排水基準を定めています。 

この法律に基づく事務も、大気汚染防止法と同様に都で行われており、各種届出の

仮受理をしたうえで、関係書類を都に移送しています。 

この法律では 74種類の特定施設が定められていますが、平成 19年 3月末現在、こ

の法律の対象となる事業場は区内では 1事業所で、自動式車両洗浄施設の特定施設が

設置されています。 

 

◆ 騒音規制法、振動規制法 

金属加工機械や印刷機械など、著しい騒音・振動を発生する施設は、それぞれの法

律によって特定施設と定められ、それらの施設を設置又は変更する事業場（特定工場

等）は、工事を開始する日の 30 日前（廃止などの場合は当該事実が発生してから 30

日以内）までに届け出ることが義務づけられています。また、地域別、時間帯別に騒

音・振動の規制基準も定められています。なお、騒音規制法、振動規制法の施行令が

改正され、平成 15 年 4 月から、区が規制地域の指定や規制基準の設定などの事務を

実施することになりました。 

騒音規制法は、印刷機械、空気圧縮機及び送風機など 11種類の著しい騒音を発生す

る施設を特定施設と定めています。区内においてこれらの特定施設を設置している特

定工場等の事業所数は、平成 19年 3月末現在で 211件です。 
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また、同様に特定施設の総台数は、993 件であり、これを種類別にみると、空気圧

縮機等の割合が高く、合わせて 756件で全体の約 76％を占めています。 

振動規制法も騒音規制法と同様に、機械プレスなどの金属加工機械、印刷機械、圧

縮機など 10種類の著しい振動を発生する施設を特定施設と定めています。 

区内においてこれらの特定施設を設置している特定工場等の事業所数は、平成 19

年 3月末現在で 66件です。また、特定施設の総台数は、228件となっています。 

このうち、特定工場等の数でみると、印刷機械を設置している事業所が 31件と全体

の半数を占めていますが、特定施設の台数からみると、金属加工機械の占める割合が

高く、印刷機械の数の約 1.2倍になっています。 

区では、これらの法律に基づく届出受理や立入検査、測定等を行っており、特定工

場等における騒音・振動の防止に役立てています。 

下表には、騒音規制法・振動規制法に基づく特定工場等における特定施設の種類別

施設数と特定施設の総台数をそれぞれ表しました。 

 

騒音規制法の特定施設           振動規制法の特定施設 

（単位：件）            （単位：件） 

 

 

◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 悪臭防止法 

工場・事業場から排出される悪臭については、その原因となっているアンモニアや

硫化水素など、22種類の物質ごとに定められた濃度基準により規制する方法と人間の

臭覚で検知できなくなるまで希釈したときの希釈倍数により算出される「臭気指数」

を使って規制する方法があります。平成 14 年 7 月に、東京都はそれまでの臭気濃度

による規制から「臭気指数」を使う規制に変更すると同時に、新たに規制基準を設定

しました。この方法は物質濃度が低く濃度規制がむずかしい複合臭についても、人間

の感覚に近い形で規制が行なわれると言われています。 

区では、事業場の規制・指導をこの法律に基づいて行っており、悪臭防止に役立て

ています。なお、悪臭防止法施行令の改正により、平成 15 年 4 月、都から規制地域

の指定や規制基準の設定等の事務の移譲があった際、区では後者の「臭気指数」を使

った規制を引き続き採用しています。 

 区分

施設の種類 

特定工場等 

施設数 

特定施設

総台数 

金属加工機械 16 90

圧縮機 23 60

印刷機械 31 77

合成樹脂用 

射出成形機 1 1

合計 71 228

区分

施設の種類 

特定工場等 

施設数 

特定施設

総台数

金属加工機械 18 45

空気圧縮機等 148 756

木材加工機械 5 16

印刷機械 55 159

合成樹脂用 

射出成形機 4 16

建設用資材 

製造機械 １ １

合計 231 993
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(2)都民の健康と安全を確保する環境に関する条例(環境確保条例)に基づく規制 

◆ 工場に対する規制 

 条例では、騒音、振動など各種の公害を発生させるおそれのある工場に対する手続

的規制として「認可制度」を採用しています。 

条例で定める「工場」とは、「物品の製造、加工又は作業を常時行う工場」で、 

① 騒音や有害ガスなどの公害発生の可能性の大きい業種の工場 

② ①の工場より比較的公害発生の可能性が小さい業種については､0.75kw 以上の原

動機を使用する工場 

③ 全業種について、2.2kw以上の原動機を使用する工場 

のいずれかに該当するものをいいます。条例上の工場に該当する事業所を新しく設置

する場合やすでに認可を受けた工場が作業方法や建物・施設の構造や配置、公害防止

方法等を変更する場合には、あらかじめ区長に申請して、その認可を受けることとし

ています。これはその工場の設置や変更が、公害防止上問題がないかを事前にチェッ

クし、公害の発生を未然に防止しようとするものです。区では、認可の申請があると、

書類審査や現場実査を通じ、必要に応じて公害防止対策等の指導を行ったうえで認可

しています。 

平成 18 年度の工場認可件数は 8 件で、そのうち、設置認可が 5 件、変更認可が 3

件となっています。また、工場の廃止は 4件でした。 

また、条例上の工場に対しては、公害の発生原因となる、ばい煙、粉じん、有害ガ

ス、汚水、騒音、振動、悪臭等に係る規制基準（許容限度）や重油中の硫黄分を規制

する燃料基準などを定め、工場設置者にこれらの基準の遵守を義務づけています。特

に、大気汚染防止法及び水質汚濁防止法の規制対象となる特定施設を有する場合には、

条例で定める各規制基準（＝上乗せ基準）の適用を受けることになります。 

区では、毎年、重油の１日の最大使用量が 300ℓ (重油換算）以上の工場を対象に、

燃料中の硫黄含有率について調査を実施し、大気汚染物質である硫黄酸化物の発生を

抑えるよう規制・指導しています。 

このほか、地盤沈下の防止のために、地下水を揚水する施設を設置する場合には、

揚水施設の構造基準（井戸の深さ、ポンプの吐出口断面積、ポンプの出力など）に従

うよう定められていると同時に、平成 13 年 4月からはポンプの出力が 300ワット、

吐出口断面積が 6 ㎝２以上の揚水施設設置者に、揚水量の記録と報告が義務づけられ

ています。 

区では、条例に基づき、認可申請や各種届出の受理及び審査をはじめ、工場に対す

る監視や立入指導、各種調査（騒音及び振動調査、悪臭及び有害ガス調査、燃料調査

等）を通じて公害防止に努めるとともに、区民から寄せられる工場・事業場から発生

する公害に関する苦情に対応しています。 
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◆ 指定作業場に対する規制 

条例上の工場に該当しない場合であっても、公害発生のおそれのある事業場につい

て、条例は「指定作業場」と定め、工場に準じて各種の規制基準や燃料基準、揚水施

設の構造基準、地下水揚水量の報告義務等を定めています。条例では、自動車駐車場

（収容能力 20台以上）、洗濯施設、一定規模以上のボイラー・焼却炉、ガソリンスタ

ンドなど、一定の作業を行ったり、施設を利用することにより公害を発生させる要因

となる 32種類のものを「指定作業場」としています。 

指定作業場を設置または変更するにあたっては、あらかじめ区長に届け出ることが

義務づけられています。区では、指定作業場の設置・変更の届出を受理後、書類審査

等を通じて公害防止上の指導を徹底するとともに、工場に準じて各種の規制を行うこ

とにより、公害の未然防止に役立てています。また、既設の事業所についても、基準

の遵守や届出についての指導を行っています。 

平成 18 年度の指定作業場の届出状況をみると、設置届が 10件、変更届が 10件、

廃止届が 22件でした。 

 

◆ 各種の報告など 

このほか、工場や指定作業場には、地下水の揚水量報告（平成 13 年 4 月から）、

化学物質の使用量・環境への排出量報告（平成 13 年 10月から）、土壌汚染調査報

告（平成 13 年 10月から）などが、条例に基づく報告として義務付けられています。 

 平成 18 年度、揚水量報告では、工場ほかの事業所全体で約 241 ㎥万 、化学物質の

使用量報告は 19物質で約 10,000トン、中でもトルエン、キシレン、ベンゼンという

ガソリンに含まれる成分が大部分を占めています。また、土壌汚染状況調査の報告は

ありませんでした。 

 

４ 建設作業 
 

(1)特定建設作業 

 騒音規制法及び振動規制法は、建設工事として行われる作業のうち、くい打機やさ

く岩機など著しい騒音や振動を発生させる作業を「特定建設作業」と定め、騒音・振

動の規制基準、地域別の作業開始時間や延べ作業時間等の基準を設けて規制を行って

います。 

 また、特定建設作業をともなう建設工事を施工しようとする者に対しては、事前（当

該建設作業の開始日の 7 日前まで）に区長に届け出るよう義務づけています。 

 騒音規制法では 6種類の建設機械を使用する作業を、振動規制法では 4種類の建設

機械を使用する作業をそれぞれ「特定建設作業」と定めています。 

 平成 18 年度の届出状況をみると、騒音規制法及び振動規制法に基づく特定建設作業

の実施届出数は、それぞれ 262件、151件となっています。 

 本区のように、住宅の密集した既成市街地の多いところでは、特定建設作業を伴う

建物の解体工事や新築工事に対する苦情が区に寄せられる場合が少なくありません。 

 区では、著しい騒音・振動を発生させる特定建設作業をともなう建設工事の実施に

あたっては、施工業者等に現場周辺の状況等を事前に十分調査し、低騒音・低振動の

工法及び建設機械を使用するとともに、近隣住民に対し工事概要等を事前に十分説明

し理解を得るよう指導しています。 
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(2)その他の建設作業 

 法律とは別に、環境確保条例でも建設工事に係る規制を設け、騒音、振動及び粉じ

ん等の発生の抑制をはかっています。これは、法律の規制対象となる建設作業が、く

い打機など規模の大きい作業に限られており、その規制範囲が狭いことに対応するた

めです。 

 環境確保条例では、法律が規制対象とする建設作業のほか、掘削機械や穿孔機など

公害を発生させるおそれのある作業を「指定建設作業」と定め、法律のように届出制

はとっていませんが、騒音・振動の基準をはじめ建設工事に係る遵守事項を設けてい

ます。 

 

(3)吹き付けアスベストを使用している建築物等の解体工事等 

 大気汚染防止法ではアスベスト含有量が 0.1％を超える吹付けアスベスト又はアス

ベスト含有保温材等を使用している建築物等を解体・改修する時は作業実施計画につ

いて事前(工事開始日の 14 日前まで) の届出が義務付けられています。また、環境確

保条例では、一定規模以上の吹付けアスベスト等(吹き付け面積 15 ㎡以上又は、延床

面積 500㎡以上で吹付けアスベスト又は保温材を使用している場合) を使用している

建築物等を解体・改修する時に飛散防止方法等計画の届出が義務付けられています。 

また、区では、環境確保条例の届出対象以下の吹付けアスベストやアスベスト保温

材についても規制を行う「杉並区アスベスト飛散防止に関する指導要綱」を平成 17

年 11月に公布・施行しました。この要綱では、①建物等の解体等実施前に、建材中の

アスベストに関する事前調査を行い、その結果を近接住民から見える場所に表示する

②吹付けアスベスト等があった場合は区へ届出るとともに、近隣住民へ説明を行う③

環境確保条例に準じた飛散防止対策を講じること、などを義務付けています。 

区では、これらの届出の徹底について指導を行うとともに、届出ごとに原則立入調

査を実施し、アスベストの飛散防止に努めています。 
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５ 融資制度 

 工場や指定作業場から発生する公害を防止するためには、公害防止設備を設置した

り、施設を改善する必要があります。これに要する費用は公害の発生者が負担すべき

ですが、区内には中小企業者が多く、実施が困難な場合が少なくありません。そこで、

都及び区には、低利の資金をあっせんする制度が設けられています。 

 

杉 並 区 

＜杉並区産業融資資金＞ 

問合せ先  杉並区阿佐谷南１－１５－１ 杉並区役所（西棟１０階）  

区民生活部産業経済課商工係 電話（３３１２）２１１１ 

● 融資申込者の資格、資金の種類と使途、融資限度額、融資利率等詳しい内容は、上

記「問合せ先」に確認してください。 

 

東 京 都 

＜東京都中小企業向け制度融資＞ 

    問合せ先  新宿区西新宿２－８－１ 東京都庁第一本庁舎 

        東京都産業労働局金融部金融課 電話（５３２０）４８７７ 

 

 

「東京都中小企業制度融資」は、東京都と東京信用保証協会と指定金融機関の三者協

調の上に成り立っている「融資制度」で、都内の中小企業者を対象としています。 

東京信用保証協会が中小企業者の信用保証を行い、金融機関は東京都の定める条件

で中小企業者に融資します。 

 

これらのほかにも、公的機関による各種融資制度があります。 
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５ 公害の苦情 

 

１ 現状 

 公害に関する苦情は、区民の日常生活に密着した切実な問題であり、その適切な処

理は生活環境を守り円滑な社会生活を営むためにも極めて重要です。 

 平成 18 年度に寄せられた苦情の受付件数を現象別にみると、騒音が毎年度１位を

占めています。このほか、大気汚染、振動の順となっています。発生源別にみると、

工場等の事業場と建設作業を除いた「一般」（一般家庭や飲食店、商店など）が約 49%

と多く、次いで建設作業が 47%で、工場等の事業場は 2%となっています。 

 

２ 取り組み 

 杉並区では、昭和 44 年に公害課を発足させて以来、区民が快適で住みよい環境の

もとに生活ができるよう、公害の苦情処理に積極的に取り組んでいます。 

 また、苦情として寄せられた区民の声をもとに、公害の実態を把握し、公害を発生

させないための方法や取り組みなどについてもＰＲ活動を行っています。 
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 平成 18 年度苦情種類別件数・割合 

 

 

 
 

 平成 18 年度苦情発生源別・現象別受付件数 
 

  

 
騒音 

発生源 

 

現象 

大
気

汚
染

 

水
質

汚
濁

 

土
壌

汚
染

 

騒
音

 

低
周

波
 

振
動

 

地
盤

沈
下

 

悪
臭

 

廃
棄

物
投

棄
 

そ
の

他
 

合
計

 

件数 6 － － － 2 － 1 － 2 － 1 6
工場 

％ 2.2% － － － 33.3% － 16.7% － 33.3% － 16.7% 100.0%

件数 6 1 － － 2 － － － 1 － 2 6指定 

作業場 ％ 2.2% 16.7% － － 33.3% － － － 16.7% － 33.3% 100.0%

件数 129 22 － － 74 － 28 － 3 － 2 129建設 

作業 ％ 46.7% 17.0% － － 57.4% － 21.7% － 2.3% － 1.6% 100.0%

件数 135 36 － － 68 － 1 － 23 － 7 135
一般 

％ 48.9% 26.7% － － 50.4% － 0.7% － 17.0% － 5.2% 100.0%

件数 276 59 － － 146 － 30 － 29 － 12 276
合計 

％ 100% 21.4% － － 52.9% － 10.9% － 10.5% － 4.3% 100.0%

 
 

 

 

 

大気汚染 59 件 (21.4％) 

騒音 146 件 (52.9 ％) 

振動 30件 

 (10.9 ％) 

悪臭 29件 

(10.5 ％) 

その他 12 件 

 (4.3 ％ )

276 件 

(100％)
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（1）苦情処理の過程 

区民から苦情があった場合、次のような方法により処理しています。 

    ① 受付 

区民からの電話・文書によるほか、直接区役所に来庁されて苦情が申し立られ

ると、「苦情受付票」を作成し、この票をもとに調査を始めます。 

② 現場調査 

現場では「受付票」をもとに、申立者から被害の程度、発生源の所在などのほ

か、解決にあたっての要望を聞き、これに基づき処理にあたります。 

つぎに、申立対象者（公害発生源）の事情聴取や立入調査を行い、当事者双方

の主張や現状を確認します。 

    ③ 公害の程度と測定 

被害の程度を正確に把握し、申立対象に対して公害防止の指導を行うための客

観的な資料を得る目的で、必要に応じて公害の程度を測定します。 

    ④ 防止指導 

調査や測定の結果、公害の程度が法律や条例に定められている規制基準を超え

ている場合や客観的にみて受忍限度を超えていると考えられる場合には、申立対

象に対し、改善等の防止措置を執るよう指導を行います。 

    ⑤ 防止後の確認 

以上の指導により、申立対象が防止措置を講じた場合には、指導効果の測定等

を行い、公害の程度が軽減されたことを確認します。申立者から了解が得られた

場合、その苦情は解決したとしています。 
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（2）近隣公害 

 公害に関する苦情のなかで「一般」に分類されるこの「近隣公害」に関する苦情は、

135件で全体の 48.9％と多く、今後も同様の傾向が続くと思われます｡これは、人々の

生活が豊かになるとともに生活様式が変化し、快適な生活環境を求める住民意識が高

まる一方、都市における住宅・アパートなどの密集化、あるいは、非永住化意識や昼

間不在による地域や近所における交流の希薄化などが要因として考えられます。 

近隣公害は、毎日の生活に直接影響を及ぼす切実な問題です。 

 

    ＜近隣公害の特徴＞ 

○ 感覚公害 

近隣公害に関する苦情の大半は騒音・悪臭・振動などの感覚公害です。近隣公

害は人の心理的・主観的要素が強いだけに、基準値などの数値だけでは割り切れ

ない面が多く、根本的な解決を困難なものにしています。 

 

○ 多様化する内容 

近隣公害の苦情の内容は多種多様で、時代の移り変わりとともに変化していき

ます。社会状況の変化に伴い、区民の公害に対する関心の度合や環境ニーズの変

化が、苦情の内容や件数に影響していることも考えられます。騒音の原因には、

飲食店のカラオケや商業宣伝放送、一般家庭における音響機器や冷暖房機器の室

外機、ペットの鳴き声、ドアの開閉音など多岐にわたっています。 

また、ばい煙は事務所のボイラーや焼却炉、一般家庭でのごみ焼却などが、振

動は残土置場や材料置場での建設機械によるものや道路状態の悪化などが、悪臭

は地下汚水槽、飲食店の換気扇などが主な原因としてあげられます。 

その他、室外機の熱風、光害など新たな問題も出てきています。 

 

○ 加害者と被害者の位置関係 

近隣公害のトラブルにおける加害者と被害者の位置関係は、隣接している場合、

道路を隔てている場合、同一建物内の場合など、ごく狭い範囲のなかでの公害問

題であることがわかります。そのため、直接の対象となっている公害現象のみで

なく、日頃の相隣関係が間接的な要因となっている場合が少なくありません。 

 

○ 弱い加害者意識・強い被害者意識 

一般的にみて、近隣公害で迷惑を受けたことがあるという人が多く、逆に自分

も加害者になり得るという意識のもとに日頃から注意をしている人は少ないも

のです。近隣公害の場合、加害者が「他人に迷惑をかけている」と認識すること

が、解決にあたっての出発点になります。しかし、実際には被害の度合について

被害者と加害者では認識に開きがあることが多く、解決を遅らせている場合があ

ります。 
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平成 18 年度苦情の種類別・発生源別苦情受付件数 

（単位：件） 

公害の種類 

発生源 

大気 

汚染 

水質 

汚濁 
騒音 振動 悪臭 その他 合計 

割合

(％) 

農  業 － － － － － － － － 

建 設 業 32 － 75 26 4 1 138 80.7%

製 造 業 － － － － － － － － 

運輸業 － － － － － － － － 

卸売・小売業 － － － － 1 － 1 0.6% 

飲食店・宿泊業 1 － 8 － 7 2 18 10.5%

医療・福祉 － － 1 － － － 1 0.6% 

教育・学習支援業 － － － － － － － － 

サービス業 － － 10 1 1 1 13 7.6% 

公  務 － － － － － － － － 

その他・不明 － － － － － － － － 

合  計 33 － 94 27 13 4 171 100.0%

割合(％) 19.3% － 55.0% 15.8% 7.6% 2.3% 100.0%  

※発生源が「会社・事業所」の苦情が対象の 171 件についてまとめたもの 

 

３ 近隣公害の防止にむけて 

 近隣公害を防止するには、各人が社会生活のルールやモラルを守ることを心がけ、

相手の立場になって隣人を思いやる気持を持つことが大切です。自分がいつでも被害

者であるとは限らず、気づかないうちに隣近所への加害者になっていることを各人が

自覚し、自制していくことが重要です。 
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６ ダイオキシン類対策 

 

１ ダイオキシン類の性質 

ダイオキシン類は無色の固体で、水に溶けにくく、蒸発しにくいという性質をもっ

ています。人体に入ると脂質に蓄積しやすい性質を持っています。ダイオキシン類は

分析や研究目的で作られることはありますが、それ以外で工業的に作られることはあ

りません。しかし、あるものを製造する過程で、また物を燃やしたりするときに微量

にダイオキシン類ができてしまいます。 

 

２ 主な発生源 

ダイオキシン類の現在の主な発生源は、ごみ焼却による燃焼ですが、その他に、製

鋼用電気炉、たばこの煙、自動車排出ガスなどの様々な発生源があります。ダイオキ

シン類は、主としてものを燃やすところから発生し、処理施設で取り除かれなかった

部分が大気中に出ます。また、かつて使用されていた PCBや一部の農薬に不純物とし

て含まれていたものが底泥などの環境中に蓄積している可能性があるとの研究報告が

あります。 

環境中に出た後の動きの詳細はよくわかっていませんが、例えば、大気中の粒子な

どにくっついたダイオキシン類は、地上に落ちてきて土壌や水を汚染し、また、長い

年月の間に、底泥など環境中に既に蓄積されているものも含めて、様々な経路からプ

ランクトンや魚介類に食物連鎖を通して取り込まれていくことで、生物にも蓄積され

ていくと考えられています。 

 

３ 現状 

 急性毒性をはじめ発ガン性や環境ホルモンなどが心配されるダイオキシン類につい

ては、平成 11 年３月に国のダイオキシン類の総合的かつ計画的な対策の具体的な指

針として「ダイオキシン類対策推進基本方針」が策定され、平成 12 年１月 15 日「ダ

イオキシン類対策特別措置法」が施行されました。 

 

４ 取り組み 

 杉並区では、小型及び簡易の焼却炉等による廃棄物焼却の原則禁止を柱とする「ダ

イオキシン類の発生抑制に関する条例」を平成 12 年 3月に公布、同年 6月 1 日から

施行しました。 

 また、区民等が使用していた簡易型焼却炉の回収事業も平成 12 年 6 月から開始し

ました。 

 一般環境中のダイオキシン類のモニタリング調査は、杉並区でも平成 11 年度から

開始し、平成 18 年度は大気（１週間）3 地点 4 回、水質 5 地点 1 回 4 地点 1 回、河

川の底質 3 地点 1 回の調査を実施しました。 
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平成 1８年度 簡易型焼却炉回収状況      ２４件 

 

    平成 18 年度ダイオキシン類調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 調査件数 調 査 結 果 環境基準 

大気  ３地点 
年 平 均 値 

0.029～0.035pg-TEQ/㎥ 

0.6pg-TEQ/㎥

以下 

水質  ５地点 
年 平 均 値 

0.026～0.49pg-TEQ/ℓ  

1.0pg-TEQ/ℓ

以下 

底質 ３地点 
測  定  値 

1.1～30pg-TEQ/g 

150pg-TEQ/g

以下 

注)１．ダイオキシン類とは、ポリ塩化ジベンゾフラン、ポリ塩化ジベンゾパラジオキ

シンおよびコプラナーＰＣＢを含めたものをいう。 

２．ＴＥＱ：毒性等量といい、ダイオキシンの種類ごとに毒性の強さが異なるた

め、最も毒性の強いダイオキシンの量に換算したもの。 

３．１ｐｇ：１兆分の１グラム。 
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